○にかほ市有料広告掲載に関する要綱
平成２０年３月５日
告示第１８号
にかほ市有料広告掲載に関する要綱（平成１９年にかほ市告示第３号）の全部を改正する。
（目的）
第１条　この告示は、にかほ市（以下「市」という。）が所有する施設、物件又は市が事業の用に供する施設、物件及び広報紙等の資産等（以下「広告媒体」という。）を活用し、民間事業者及び公共団体（以下「民間事業者等」という。）の広告を掲載することについて、その実施方法などの必要な事項を定め、併せて、自主財源の確保を図るとともに、民間事業者等との協働を促すことにより地域経済の活性化を図ることを目的とする。
（広告の掲載）
第２条　市は、広告媒体のうち活用可能なものについて広告掲載に努めるものとする。
（広告掲載の基準）
第３条　広告媒体に掲載しようとする広告が、次の各号のいずれかに該当するときは、掲載しないものとする。
(1)　市の印刷物等の公共性、中立性及び品位を損なうおそれのあるもの
(2)　法律又は条令若しくは規則に違反し、又は抵触するおそれのあるもの
(3)　人権侵害となるもの、又はそのおそれのあるもの
(4)　政治活動、宗教活動若しくは意見広告又は個人の宣伝に関するもの
(5)　公の秩序又は善良な風俗を損なうもの
(6)　公衆に不快感を与え、又は危害を加えるおそれのあるもの
(7)　虚偽又は誇大な表現その表示の方法が不適切なもの
(8)　青少年の健全育成にとって有害であるもの、又はそのおそれのあるもの
(9)　前各号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認めるもの
２　前項に定めるもののほか、広告媒体に掲載する広告に関する基準は別に定める。
（広告掲載の募集及び申込み等）
第４条　広告事業を実施しようとする所属（以下「広告掲載部課等」という。）は、第１１条に定める広告掲載審査委員会の承認を得た後、広報にかほ等を通じて広告を募集するものとする。
２　広告の掲載を希望する民間事業者等は、前条第１項及び第２項に定める基準並びに広告媒体ごとに定める募集要項（以下「募集要項」という。）に従い申込みを行うものとする。
３　広告掲載部課は、広告掲載の申込みを受け付けるに当たっては、前条の規定に則り審査する。ただし、申込みをした民間事業者等が市税を滞納している場合は、受け付けないものとする。
４　広告の掲載を希望する民間事業者等は、その年度の初回申込み時に、市税に滞納が無いことを証明できる書類（事業所のある住所地発行のもの）を提出しなければならない。
（広告の掲載順位）
第５条　広告の掲載順位は、次のとおりとする。ただし、競争入札又はコンペ方式を採用する場合についてはその限りでない。
(1)　第１順位　市内に本店、支店、営業所等を有する民間事業者等
(2)　第２順位　前号に定める以外の者
２　前項の規定によりがたい場合は、原則として条件を定め募集することができる。
（広告の掲載場所及び掲載料）
第６条　広告媒体への掲載場所及び掲載料は、広告掲載部課等が広告媒体ごとに別に定める。
２　市長が特に認めた場合は、掲載料に代え、物件（広告主が広告を掲載した広告物等を自ら作成し、市に納入するものをいう。）で納入することができる。
（広告主の責任等）
第７条　広告の内容に関する一切の責任は、広告主が負うものとする。
２　広告の原稿（これに類するものを含む。）の作成に要する経費は、広告主の負担とする。
（広告掲載の決定及び報告）
第８条　広告掲載については、広告掲載部課等で決定する。
２　広告掲載部課等は、掲載する広告の内容（デザイン、広告期間、掲載料を含む。）を第１１条に定める広告審査委員会に諮り、審査を受けるものとする。
（広告掲載の取消し）
第９条　市長は、広告媒体に掲載しようとする広告が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、広告掲載期間中であっても広告の掲載を取り消すことができる。
(1)　第３条第１項各号のいずれかに該当するとき。
(2)　第３条第２項に定める基準に抵触するとき。
(3)　広告主が第６条第１項に定める掲載料金を指定する期日まで納付しないとき。
(4)　募集要項に定める条項に抵触するとき。
２　前項の規定に基づき広告の掲載を取り消したことに起因して、市に損害が生じたときは、広告主がその賠償の責を負う。
（広告掲載料の返還）
第１０条　既納の広告掲載料は、還付しない。ただし、広告主の責めに帰すことができない理由により広告を掲載することができなかったときは、広告掲載料を還付することができる。
（広告掲載審査委員会）
第１１条　広告掲載に関し必要な事項を審査するため、広告掲載審査委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
２　委員会の委員長、副委員長及び委員は、別表に掲げる職にある者をもって充てる。
３　委員会は、必要に応じて開催し、次の事項について審査及び検討を行う。
(1)　広告掲載部課等から提案された掲載広告（募集要領を含む。）の承認に関すること。
(2)　提案された広告掲載について助言を行うこと。
(3)　その他広告事業に関し必要と認められる事項
４　委員会は、前項の事項について審査、検討したときは、その結果を広告掲載部課等の長に報告するものとする。
（庶務）
第１２条　委員会の庶務は、企画振興部総合政策課において処理する。
（委任）
第１３条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。
附　則
この告示は、平成２０年４月１日から施行する。
附　則（平成２０年３月２７日告示第３２号）
この告示は、平成２０年４月１日から施行する。
附　則（平成２２年２月９日告示第８号）
この告示は、平成２２年２月１５日から施行する。
附　則（平成２４年１月２５日告示第１８号）
この告示は、平成２４年１月２５日から施行する。
附　則（平成２４年４月１日告示第７６号）
この告示は、平成２４年４月１日から施行する。
附　則（平成２６年４月１日告示第２７号）
この告示は、平成２６年４月１日から施行する。
附　則（平成２８年４月１日告示第５０号）
この告示は、平成２８年４月１日から施行する。
附　則（平成３０年４月１日告示第３９号）
この告示は、平成３０年４月１日から施行する。
附　則（令和３年４月１日告示第６０号）
この告示は、令和３年４月１日から施行する。
附　則（令和４年４月１日告示第４５号）
この告示は、令和４年４月１日から施行する。
附　則（令和７年４月１日告示第１０３号）
この告示は、令和７年４月１日から施行する。
附　則（令和８年８月３日告示第９５号）
この告示は、令和８年８月３日から施行する。
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